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要旨　本調査研究は、千葉県内の教員向けメディア情報リテラシー研修の普及と課題につ
いて、現職教員の主観的判定を基に概観することを目的としている。メディア情報リテラ
シーを構成するリテラシー項目について、指導者研修会の参加者による重要度の評定と、
一般現職教員による研修経験と研修の必要性についての主観的判断の質問紙調査を実施し
た。その結果、海外の教育で最近追加されたリテラシー項目については、指導者、教員と
もに高い関心を示しているが、一般教員の認知度が低く、研修の必要性を意識している絶
対数は限られていた。まとめとして、各リテラシー項目への意識の比較分析と世界の動向
との対照より、学校での教育効果だけではなく社会的課題・取り組みを狙ったメディア情
報リテラシー研修の展望を議論した。
Abstract　Investigational study in this article aims to outline the dissemination and issues of training cours-
es of media information literacy for in-service teachers in Chiba prefecture. An investigation was conducted to 
value priority vectors of selected literacy items by leading teachers, and continuously a questionnaire method 
to know training experiences and opinions of training necessity was done by targeting on in-service teachers. 
As results, latest introduced literacy items in overseas education were valued to be the higher necessities of 
training, but awareness of these items was lower, then there were a small number of teachers to show neces-
sity. Finally, the discussion of appropriate training curriculum of media information literacy that included global-
ly spreading countermeasures of information society problems and effective action to the community enhance-
ment as well as enrichment of school education was made by the comparison of findings in literacy items.
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１．メディア情報リテラシー発展の歴史
　メディア情報リテラシー（Media Information Literacy; 以下 MIL）の教育はこの 40 年
間、国際的協議を通して発展してきた。そしてその MIL の教育は、メディアの社会にお
ける影響を賞賛したり非難したりするのではなく、メディアをその時代の文化に出現した
重要な要素として認め、市民の積極的な社会参加をうながすことに貢献できるように方向
付けられてきた。
　MIL 教育の世界での展開は、1960 年代の半ばに始まる。いくつかの学校教育用のメディ
ア・アウェアネスのカリキュラムが開発・実施された。引き続いて、1982 年に世界レベ
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ルでのメディアリテラシー（Media Literacy; 以下 ML）教育の重要度を確認したグリー
ンワルト宣言が表明された。その中では、生徒の批判的視聴能力育成が強調されていた。
　その後、インターネットが普及すると、1999 年のウィーン会議で情報通信技術がメディ
ア教育に加えられた。そして、2005 年のアレキサンドリア声明以降、ML と情報リテラシー
が統合され、メディア情報リテラシー（MIL）と呼ばれるようになった。この声明では、
情報リテラシーと生涯学習が情報化社会を迎える前提であることが示されていた。当時こ
れを強調するのに、2004 年のタイのプケットに津波が押し寄せた際に、一人の少女の能
力により 100 名もの市民が助けられた事例を紹介して説明していた。
　また最近では、2007 年のユネスコのパリ・アジェンダで MIL に国際協力の能力が加え
られている。
　このように MIL の定義・内容は、度々改訂されている。そして、MIL は現代的文化の
重要要素を適宜取り入れてきた。そこで以下に、MIL 発展の歴史における重要な里標を
示した。
1.1.　アイオワ先進的教育者のカリキュラム『メディア・ナウ』（IowaEducatorsPioneer
“MediaNow”Curriculum,1968）
　学校におけるメディアリテラシー教育の草分けは、アイオワのレッド・オークのロン・
カーティス（Ron Curtis）により開発されたメディアを指導する高等学校向けのカリキュ
ラムであった （Jensen, 2012）。このカリキュラムは７つのモジュールで構成されており、
各生徒が主に自学で学ぶという方法を採用していた。学習内容には、生徒がメディアの社
会的影響や、審美的で文化的な要素のある素材の理解法などが含まれていた。以下はカリ
キュラムの単元項目である。
　１）メディアのハードウェア：カメラの構造と働き、映写機器の操作 
　２） メディア制作：基本のショット、ストーリーボード、スクリプト・ライティング、
編集 
　３） メディアのジャンル：フィルムや TV からラジオ、印刷メディアまでを含む様々
なジャンルの特徴
　４）メディアの評価：メディアを利用した記録の保管、評価指標の開発 
　５）メディアの解釈：映像、広告、宣伝の分析 
　６）メディアの審美性：フィルム、TV、ラジオで使われる審美的表現の理解 
　７） メディアプレゼンテーション：視聴者にどのようにメディア・メッセージを見せて
いるか
1.2.　グリーンワルト宣言（GrünwaldDeclaration,1982）
　グリーンワルト宣言は、ユネスコによる最初のメディア教育の宣言である（UNESCO, 
1982）。そこには、市民に対してメディアの効果とアウェアネスを教育することが必要で
あることと、そのための必要な行政システムを整備し、批判的視聴能力を振興することが
述べられていた。すなわち、マスコミの情報を盲信するのではなく主体的に異なる見方を
持つことができるようになる必要性が示されていた。
　このようにグリーンワルト宣言はメディアリテラシーの政治的かつ教育的で組織的な振
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興を世界的規模で展開する基点となっている。
　宣言には実施のために以下の４つのガイドラインが示されていた。 
　１）全ての教育段階を対象にして、幅広い内容のメディア教育プログラムを開発する
　２）教師教育と社会で生まれる利害関係者へのアウェアネスを提供する 
　３）研究とその普及のためのネットワーク作り 
　４）この行動のための国際協力の促進
1.3.　トゥールーズ会議（ToulouseConference,1990）
　世界各地に広がった放送の自由化により、国営放送の寡占が終わり民間放送局が出現し
た。引き続いて市民らを加えた放送内容の規制組織の活動が始まった。そこでは、放送局
がより組織的な制作手法を導入し、制作内容の正確性を向上することが求められていて、
鮮麗な表現の発展を求めるものではなかった。そして、市民の権利としてディジタル・リ
テラシーの緊急な育成が提案された（Thoman, 1990）。
1.4.　ウィーン会議（ViennaConference,1998）
　この時期にディジタルメディアが普及し、通信システムに大きな影響を及ぼした。そこ
で、新しい情報通信とディジタル世代を考慮して、メディア教育にも情報通信技術を含む
必要が生じた（Chouit & Nfissi, 2011）。
1.5. アレキサンドリア宣言（AlexandriaProclamation,2005）
　ディジタル世界が広がる中、全ての年齢を対象にその基本的人権を守ために、個人・社
会・職場・教育の全てで情報リテラシーが獲得されることが狙われた。具体的には情報の
効果的な、検索・評価・利用・創造のための能力開発と、情報化社会参画の前提条件であ
る情報リテラシーと生涯学習の振興に各国が努力することが求められた（UNESCO, 
2005）。
　ここで情報リテラシーは
　・情報の理解力から成立しており
　・競争的アドバンテージの重要部分であり
　・社会・人材開発の効果の鍵を提供し
　・現状の技術を超えて広がり個人や共同体に能力を与える
という特性で説明されている。
1.6.　ユネスコ・パリ行動計画（UNESCOParisAgenda,2007）
　パリ行動計画では、グリーンワルトの４つのガイドラインを基本として、さらに有効な
実施を振興するために、メディア教育に優先権を持たせて各国が実施することが求められ
た。そして、メディア教育へ 12 の提案がなされている。なお、ここで MIL が、明確に生
涯教育の中に組み入れられ、全てのメディアが対象とされるようになった。一方、メディ
ア教育と、文化的多様性、人権の尊重の間の関係を強調することも重視された。さらには
人的ネットワーク形成の重要性や組織の交流、国際交流が見える形で行われることも示さ
れている（UNESCO, 2007）。
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２．メディア情報リテラシーの領域
　現在、MIL 領域は 11 関連リテラシー項目に拡張されている（Cheung et al., 2011）。特
に以下に示したメディア情報リテラシーに含まれるリテラシー項目のうち、最後の３リテ
ラシー項目（９-11）は、パリ行動計画以降に追加された新しいものである。
　リテラシー項目を概観すると多くのリテラシー項目がインターネットや情報化社会の展
開と深い関係にあることがわかる。さらには、いくつかのリテラシー項目は、特定のメディ
アの利用に深く関係していることがわかる。
　１）メディアリテラシー　Media Literacy
　２）コンピュータリテラシー　 Computer Literacy
　３）情報リテラシー　 Information Literacy
　４）インターネットリテラシー　 Internet Literacy
　５） 表現の自由、情報リテラシーの自由　 Freedom of Expression, Freedom of Infor-
mation Literacy
　６）ディジタルリテラシー　 Digital Literacy
　７）図書館リテラシー　 Library Literacy
　８）映画リテラシー　 Cinema Literacy
　９）ニュースリテラシー News Literacy
　10）ゲームリテラシー　 Games Literacy
　11）テレビリテラシーと宣伝リテラシー　 Television Literacy, and Advertising Literacy
2.1.　メディアリテラシーと情報リテラシーの相違点
　アレキサンドリア宣言に見られるように、情報リテラシーではインターネットの普及に
伴い、個人利用の権利から求められた。すなわち、メディアリテラシーに見られる「情報
の理解」から「情報の活用」への教育のパラダイムの転換が内在している。そこで、表 1
表１：メディアリテラシーと情報リテラシーの比較
メディアリテラシー 情報リテラシー
メディアの役割と機能の理解
情報の必要性についての定義と明確な位
置づけ
メディアが機能を発揮している状況の理解 情報へのアクセスと位置
メディアの内容を批判的に分析・評価する 情報や情報の組織性の評価
メディアを活用して、異文化の対話や学
習に民主的に参加する
情報の利用
ユーザーによる制作 情報の倫理的利用と伝達
ICT や他のメディアの技能 他の情報スキル
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にメディアリテラシーと情報リテラシーとの比較を示した（UNESCO, 2008）。
2.2.　教師の役割
　ユネスコのパリ行動計画では、メディア教育の対象が生涯教育を含む全ての教育や、地
域社会での振興にも大幅に拡張されている。そこでは教員がこれに関わる主導的な役割を
果たすことが求められている。
　表 2 は、教師教育のための MIL カリキュラムの枠組みである（Cheung et al., 2011）。
ここでは日本における教科支援型、学校活動補完型の狙いとは違う、メディアや社会その
ものを対象にした訓練内容が配置されている。
表２：教師教育の MIL カリキュラム案
カリキュラム
領域
メディアの知識と
民主的な授業のための情報
メディアと
情報の評価
メディアと情報の利用と制作
政 策 と ビ
ジョン
メディアと情報のリテ
ラシーを持った教師の
準備
メディアと情報の
リテラシーを持っ
た生徒の準備
メディアと情報のリテラシーが活用される
社会を目指す
カリキュラ
ムと評価
メディア、図書館、アー
カイブ、その他の情報
提供者と、その機能、
それを活用する環境の
知識
メディアの文章と
情報ソースを評価
するための指標の
理解
情報やメディア文章の作成、情報やメディ
ア制作の社会・文化的内容をどう展開する
かについての技能：市民の利用の仕方、利
用の目的
教育理論 教室の授業でのメディ
アと情報の統合
問題解決のための
メディアや他の情
報提供者の内容の
評価
ユーザーが作成した内容と、それの教授・
学習での利用
メディアと
情報（ICT）
印刷メディア：新聞、
雑誌、情報提供者：図
書館、アーカイブ、博
物館、図書、定期刊行
物など
放送メディア：ラ
ジオとテレビ
ニューメディア：インターネット、ソーシャ
ル・ネットワーク、配布の方法（コンピュー
タ、携帯電話など）
組織と経営 教室の組織についての
知識
メディアや情報リ
テラシーを通して
の協働
生涯教育にメディアと情報リテラシーを適
用する
教師の専門
的な成長
市民教育、専門家の共
同体への参加、社会の
ガバナンスのための
MIL の知識
専門的な学習のた
めのメディアや情
報資源の評価や管
理
リーダーシップや模範市民：教師や生徒の
発達のための MIL の利用を擁護したり振
興したりする
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３．調査
　本調査研究では、現職教員の主観的判断による２つの質問紙調査を実施した。
3.1.　重要度の調査
　まず、指導者養成のための視聴覚教育メディア研修会に参加した MIL の堪能な教員に
より、５つの MIL のリテラシー項目を対象として一対比較による主観判断調査を実施し
た。ここでは、伝統的な２リテラシー項目と最近加えられた３リテラシー項目を用いた。
一対比較では、ミラーの情報処理理論（e.g. Miller, 1956）を考慮し議論を焦点化するため
に調査項目を５項目に精選した。
　 実 施 日：８月 20 日
　 対 象 者：指導者養成研修会参加者６名
　調　　査： 筆者より MIL の世界的動向を紹介し、参加者間での意見交換を行った後、
各教員が質問紙により５つのリテラシー項目について９点尺度の一対比較で
判定した。
　調査項目： メディアリテラシー、コンピュータリテラシー、映画リテラシー、ゲームリ
テラシー、テレビ・宣伝リテラシー
　尺　　度：一対比較では以下の９点尺度と評点を割り当てた。
　　　　　　・左の項目が圧倒的に必要（9）
　　　　　　・左の項目がうんと必要（7）
　　　　　　・左の項目がかなり必要（5）
　　　　　　・左の項目が少し必要（3）
　　　　　　・左右同じくらい必要（1）
　　　　　　・右の項目が少し必要（1/3）
　　　　　　・右の項目がかなり必要（1/5）
　　　　　　・右の項目がうんと必要（1/7）
　　　　　　・右の項目が圧倒的に必要（1/9）
　集計ではヴェーバー・フェヒナーの法則（Chisholm, 1911）を考慮し、幾何平均を用いた。
さらに、６名の評点の統合でも幾何平均を用いる手法（Saaty, 1990）を採用した。
3.2.　経験・意識の調査
　本調査は 11x5x2 のデータ構造を持つ。現職教員研修参加者を対象に 11 のリテラシー
項目について質問紙により調査を実施した。
　 実 施 日：８月５日
　 対 象 者：現職教員、有効回答数 104
　調　　査： 各リテラシー項目に関する研修への参加「経験」と将来の研修の「必要性」
についての意見を５点尺度の選択肢で調査した。
　調査項目： メディアリテラシー、コンピュータリテラシー、情報リテラシー、インター
ネットリテラシー、表現の自由と情報リテラシーの自由、ディジタルリテラ
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シー、図書館リテラシー、映画リテラシー、 ニュースリテラシー、ゲームリ
テラシー、テレビ・宣伝リテラシー
　 選 択 肢： 以下は質問紙で用いた選択肢である。なお、リテラシー項目そのものをよ
く知らなくて判断ができない場合を考慮し、選択肢『このリテラシーにつ
いて知らない』を入れている。
　〈質問の形式〉
　　研修の経験について
　　・このリテラシーについて知らない
　　・まったくない
　　・限られる
　　・時々ある
　　・頻繁にある
　　研修の必要性について
　　・このリテラシーについて知らない
　　・まったくない
　　・限られる
　　・ある程度
　　・とてもある
４．結果
4.1.　重要度調査
　表３は調査リテラシー項目間の一対比較の結果と算出した重要度係数である。
　テレビ・宣伝リテラシーが相対評点が高く重要度係数より 33.9% の重要度を持つと評定
された。注目するべきはこのリテラシー項目は他の全てのリテラシー項目より優先されて
重要と評定されている。次が伝統的なコンピュータリテラシーの 29.1% で、新規に追加さ
れたリテラシー項目への重要度意識が高いことがわかった。
表３：一対比較の結果
メディア コンピュータ 映画 ゲーム テレビ・宣伝 幾何平均 重要度係数
メディア 1 0.44 0.92 1.09 0.45 0.72 0.129
コンピュータ 2.30 1 4.52 1.29 0.87 1.63 0.291
映画 1.09 0.22 1 0.92 0.27 0.57 0.101
ゲーム 0.92 0.77 1.09 1 0.38 0.78 0.140
テレビ・宣伝 2.20 1.15 3.76 2.61 1 1.90 0.339
5.61 1
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4.2.　経験・意識の調査
１） 経験の調査
　調査を集計すると多くの教員が『このリテラシーについて知らない』を選択したことが
わかった（平均 52%）。回答の内容をまとめて比較したのが図 1 である。研修機会は限ら
れ（『限られる』『時々ある』『頻繁にある』を合計して平均 23％）、インターネットやそ
の関連領域の項目が比較的多く（関連４項目；コンピュータ、情報、インターネット、ディ
ジタルで平均 36%）、最近拡張された３リテラシー項目に関しては、関連メディアが日本
で広く社会的展開をしていても研修機会が少なかった（平均８％）。
　なお、クロンバックのαにより各リテラシー項目での選択の内容整合性を判断したとこ
ろ、α信頼性係数が 0.94 で特に不適切な選択は観察されなかった。
２） 必要性の意識調査
　現職教員の MIL 関連リテラシー項目に対する研修の必要性の意見をまとめて比較した
のが図 2 である。リテラシー項目について知っていた教員の多くが何れかのレベルの必
要性を判断しており（平均 91%）、『まったくない』を選んだ教員は限られており（知っ
ていた教員の平均 4.5%）、最も高い割合の『映画リテラシー』でも知っていた教員の 15%
であった。
　なお、クロンバックのαにより各リテラシー項目での選択の内容整合性を判断したとこ
ろ、α信頼性係数が 0.97 で特に不適切な選択は観察されなかった。
５．考察
5.1.　MIL の社会課題化
　MIL はこれまで世界的規模でメディアにまつわる多くの社会的要請や課題を盛り込ん
できた。それは、2005 年のアレキサンドリア宣言以降、包含するリテラシー項目が増え、
学校の教育対象や現職教員の職務を大きく拡張させる動きも連動している。特にインター
ネットに代表される個人利用者が情報の制作者となる SNS などの環境や、パソコンなど
図 1：現職教員の研修参加経験
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の個別メディアの普及に伴う所有・利用の不平等、また個人の日常環境でのメディア活用
から受ける影響など、既存の学校教育科目の内容範囲を超えた知識や能力が益々重要に
なってきている。
　日本における MIL 関連研修の展開では、表１の情報リテラシーに見られるようなメディ
アの主体的な活用についての理解は増えているが（図１の情報リテラシー参照）、特に今
回拡張された３リテラシー項目は、そのリテラシー名から学校科目との関連が低く、学習
での利用に直結しないことが想起でき研修が設定されにくい。そのため表２に見られる、
MIL の社会的側面、政治的側面については、必要性の認識が図書館リテラシーなどと同
程度にあるにもかかわらず、研修機会が限られていたことがわかる（図１参照）。
　そこで経験の調査結果のクラメールの独立係数を算出したところ 0.21 でリテラシー項
目間で関係性はそれほどなく（『時々ある』と『頻繁にある』のカテゴリ結合をしている）、
独立性のほうが注目できることがわかった。
　また、必要性の調査結果のクラメールの独立係数を算出したところ 0.17 でこちらもリ
テラシー項目間で関係性はあまりなかったと判断できた（『まったくない』と『限られる』
のカテゴリ結合をしている）。
　同様の傾向は、重要度の調査からも観察されている。
　最新のユネスコより公開されている教員の MIL の能力として、
　１）民主主義におけるメディアと情報の役割の理解
　２）メディア情報内容と利用の理解
　３）効果的、能率的な情報へのアクセス
　４）情報と情報源を批判的に評価
　５）ニュースや伝統的なメディアの情報形式を適用
　６）メディア情報内容での社会文化的内容を位置づける
　７）生徒に MIL を振興し必要な変化の管理を行う
の７点が提案されている（Cheung et al., 2011）。
　そこで、重要度の調査対象者に新規の３リテラシー項目の重要度をなぜ判定したかにつ
図 2：研修必要性についての意識
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いてインタビューしたところ、「映画リテラシー、ゲームリテラシー」で６）にみられる
最新技術が使われた映像シーンへ没入する課題、「テレビリテラシーと宣伝リテラシー」
については一見４）に見えるが、それに加えて５）にある各種最新メディアへのアクセス
ビリティや興味関心の差が情報に基づく意思決定に大きく影響していることが考慮されて
いたことがわかった。したがって MIL はもはや学校教育に役立つという観点だけで議論
する段階を終え、社会的課題として教員研修の中で位置づける時期が来ていることが指導
者、受講者の両方の意識に生まれていることが理解できる。社会的課題をもうシンプソン
のパラドックスとして潜在要因にはできないだろう。
5.2.　研修機会の二極化
　リテラシー項目を知らない教員が多く存在した。図 3 は『このリテラシーについて知
らない』を選択し、その経験や重要度の意識を調査できなかった人数のパレート図である
（χ2＝83.9 ＞χ2（9, 0.01））。
　全リテラシー項目を選んだ場合と全リテラシー項目を選ばなかった場合に選択傾向が２
極化していることから研修や知識に触れる機会が公平に展開していなかったと判断できる。
　そこで、リテラシー項目を知っていてもまったく研修を受講したことの無いリテラシー
項目数を集計すると図 4 のようになった（χ2＝79.5 ＞χ2 （9, 0.01））。これより MIL のリテ
ラシー項目を知っている人は、多くの項目の研修機会があったと判断したことがわかる。
特にここで０が 56 人も観察されている。これは先の二極化が再確認されていることにな
り、今後の早急な対応が求められる。
5.3.　指導者と教員の意識差
　指導者の感ずる重要度の調査から得られた幾何平均と、教員の研修必要性意識の調査で
の、リテラシーを知っている教員に占める『ある程度』と『とてもある』を合わせた割合
との関係を示したのが表４である。
　適合度の検定を行ったところ（χ2＝0.9329 ＜χ2（4, 0.05））有意な差は見られず、違いが
あるとはいえない。新規に加えられたリテラシー項目については現職教員の多く（ニュー
ス：59.6%、ゲーム：63.5%、テレビ・宣伝：61.5%）が知らないと回答しているが、反面知っ
図 3： リテラシー項目を知らなかった人
数
図 4： まったく研修を受けた経験の無いリ
テラシー項目数
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ている教員はその多くが研修の必要性を感じていたことがわかる。
　一方、研修の必要性を感じた現職教員の実数との適合度を調べると（χ2＝48.6 ＞χ2（4, 
0.01））異なる傾向にあったことがわかる。従って新規の情報や知識の研修を導入する際
には、教員への意見聴取や希望の集計からだけではなく、現職教員内のアウェアネスの実
態や専門家の意思決定による重要度の意見も考慮しないと、夏虫疑氷から生まれた研修と
なることが理解できる。
６．おわりに
　本調査研究では、世界規模で振興が取り組まれている MIL の新規のリテラシー項目の
千葉県内での教員研修への導入の課題について検討した。千葉県内の教員は存在を認知し
たリテラシー項目については高い比率で研修の必要性を認める傾向にあることがわかった
が、今後は、研修カリキュラム内容にこれまで日本では余り注目されてこなかった『政策
とビジョン』『組織と経営』『教師の専門的な成長』などの内容をどう位置づけてゆくのか
が課題となろう。特に、MIL の対象が児童や生徒に留まらずに地域社会や生涯教育など、
現在の学校の教員の職責を拡張する方向にある中で、地域への参加や、地域開発などの活
動をどのように具体化してゆくのかは今後の課題となる。筆者はこれまでサイバー・ブリ
ングなど、学校の課題が SNS などのネットワーク社会に発生し社会的に展開している中、
世界的には学校が学校外で起っている課題に介入する施策が広がっていることを指摘した
（吉田 , 2009）。MIL についても学校が社会に対して何ができるという立脚点ではなく、
現職教員 指導者
メディア 0.77 0.72 
コンピュータ 0.85 1.63 
ニュース 0.79 0.57 
ゲーム 0.74 0.78 
テレビ・宣伝 0.73 1.90 
表 4：必要性を感じた教員の割合と指導者の各リテラシーの重要度
現職教員 指導者
メディア 46 0.72 
コンピュータ 53 1.63 
ニュース 33 0.57 
ゲーム 28 0.78 
テレビ，宣伝 29 1.90 
表 5： 研修の必要性を感じた教員数（人）と指導者の各リテラシーの重要度
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学校の社会で果たす役割の再検討を含む研修企画の必要性が生じているといえる。
７．付記、謝辞
　本研究は千葉大学教育学部教育実践総合センターの教員研修モデルカリキュラム開発研
究の一環で実施しました。
　データ入力で千葉大学教育学部生の中平大介さんにご協力いただきました。お礼申し上
げます。
参考文献目録
Cheung, C., Wilson, C., Grizzle, A., Tuazon, R., & Akyempong, K. （2011）. Media and Information Liter-
acy Curriculum for Teachers: UNESCO.
Chouit, D., & Nfissi, A. （2011）. Background Document. Paper presented at the First International Fo-
rum on Media and Information Literacy, Fez: Morocco.
Chisholm, H. （Ed.） （1911） Encyclopædia Britannica [Weber’s Law] （11 ed.）. Cambridge University 
Press.
Jensen, J. （2002）. Iowa Educators Pioneer Media Now Curriculum  Retrieved Nov. 17 , 2011 , from 
http://www.medialit.org/reading-room/iowa-educators-pioneer-media-now-curriculum
Miller, G. A. （1956）. The Magical Number Seven, Plus or Minus two: Some Limits on our Capacity for 
Processing Information. Psychological Review（63）, 81-97. 
Saaty, T. L. （1990）. Decision Making for Leaders: the Analytic Hierarchy Process for Decisions in a 
Complex World （Vol. 2）: RWS publications.
Thoman, E. （1990）. New Directions in Media Education. Paper presented at the An International 
Conference at the University of Toulouse, France.
UNESCO. （1982）. Grunwald Declaration on Media Education  Retrieved Nov.17 , 2011 , from http://
www.unesco.org/education/pdf/MEDIA_E.PDF
UNESCO. （2005）. Beacons of the Information Society. The Alexandria Proclamation on Information 
Literacy and Lifelong Learning. Paper presented at the National Forum on Information Literacy, 
Alexandria: Egypt.
UNESCO. （2007）. Paris Agenda or 12 Recommendations for Media Education: UNESCO.
UNESCO. （2008）. ICT Competency Standards for Teachers. Competency Standards Modules. UK: 
UNESCO.
吉田雅巳（2009）, サイバーブリングとネット上いじめ問題，千葉大学教育学部研究紀要 , 57, 1-8
